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本報告では、READの統計調査の一環として愛知県・福井県の企業を対象に行われた、障害者雇用に関するアンケート調査の結果について説明する。本調査は松井彰彦教授、土橋圭子教諭との共同研究である。

1． 概要
「障害者の雇用の促進等に関する法律」の定めるところでは、全ての事業者は社会連帯の理念に基づき、その規模と業種に応じた数の障害者を雇用しなければならない。我々は、同法律によって障害者雇用の義務を負う企業に調査票を送付し、雇用の実態と支援制度の利用の有無、将来の雇用の可能性を調査した。

既にREADでは、障害者雇用に関して、障害のある方を対象にした調査を行っている（READ団体調査・三鷹市調査）。これらの調査では被雇用者の実態を明らかにする一方で、雇用する側である企業の情報を欠いていた。本調査はそれらの先行調査を補填する目的で行われた。また、本調査には障害児教育に携わる教諭も関わっており、本来の学術研究の目的に加え、より実務に資する情報を得ることが目標とされている。

2． 調査方法

同法律によって障害者の雇用を義務付けられている企業は、毎年、労働局へ実雇用率を報告することになっており、その企業の数は平成23年度時点で愛知県4743社、福井県568社である。そこで我々は、愛知県と福井県の企業のうち、雇用義務を負う企業の中から無作為に500社ずつ選び、調査票を送付した。調査票は無記名式であり、調査は無報酬で行われた。結果、回収された調査票は愛知県で163社、福井県で198社、計361社であり、回収率は約36パーセントに上った。
回答した企業の特性は次の通りである。まず従業員数でみると、ほとんどの企業が56人以上200人以下の企業であり、愛知県では約56パーセント、福井県では約67パーセントがこれにあたる。納付金制度の対象となる従業員301人以上の企業は愛知県で約24パーセント、福井県では約14パーセントであった。次に業種でみると、第一次産業に属する企業は7社しかなく、第二次産業が175社、第三次産業が250社であった。さらに詳しい業種を調べると、繊維業が28社、自動車部品製造が26社と地域の特性がみられる。最後に法定の雇用率の達成の割合をみると、愛知県が約45パーセント、福井県が約55パーセントであった。これは全数調査の結果がそれぞれ約42パーセント、55パーセントであったことから、この点に関して回収された調査票に偏りは無いことがわかる。

3． 調査結果１：雇用の現状

法定の障害の種類ごとに、雇用の有無を質問した。身体障害のある方を雇用している企業は全体の約86パーセントである一方、知的障害では約34パーセント、精神障害では約13パーセントであった。また法定の重度障害者を雇用している企業は約49パーセント、短時間労働者を雇用している企業は約16パーセントであった。
雇用している障害者の職種については、身体障害者は主に事務職、製造・生産工程、専門的・技術的職業などに従事していることがわかった。一方、知的障害者はほとんどの企業で製造・生産工程に就いている。精神障害者は全数が少ないものの、主に製造・生産工程と事務職に就いている。

4． 調査結果２：支援制度について

公的な障害者雇用促進支援制度の利用の有無について質問した。障害者雇用納付金制度をはじめとする国の助成金を利用している企業は愛知県で38社、福井県で49社であった。一方、特例子会社などの雇用率算定制度と県の助成金については、利用している企業はそれぞれ20社以下であった。
次に、新しい就労形態の採用の有無について質問した。短時間労働制度を採用している企業は多く、「採用している」「個人の事情に応じて採用」と回答している企業は79社であった。一方、ワークシェアリングや在宅就労、介助者を付き添っての就労については、採用していると回答した企業はそれぞれ38社、8社、8社であった。
5． 調査結果３：将来の雇用の可能性

障害の種類や活動レベルごとに五段階の雇用水準を設定し、今後の障害者雇用にあたってどの水準であれば雇用が可能であるかを質問した。

はじめに障害の種類ごとに雇用水準について質問した。障害種は視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、知的障害、精神障害に分類した。結果はほとんどの障害種で「自立的生活が可能」「ほぼ自立的生活が可能」という水準で無いと雇用できないとする企業がほとんどであった。
一方、活動レベルによる雇用水準に関しては回答が分かれた。対人関係能力と社会性に関する質問項目においては、「自分の気持ちが優先する場面もある」というような場合でも雇用が可能であるとする回答が95あった。このように回答している企業は、法定の雇用率を達成していたり、実際に知的障害者を雇用していたりするなどの特徴があることが分かった。また、交通手段の利用能力については愛知県の企業の方が寛容であり、就労時間については福井県の企業の方が柔軟に対応できるなど、地域差が現れた結果も得られた。

6． 調査結果４：自由回答欄の分析
調査票には障害者雇用に関する提案や意見を記入する自由解答欄を設けた。ここに記入をした回答は154社に上った。主な意見は次の通りである。

まず障害者雇用の困難さについて、業種の問題や、景気・人員などの経営状況に関する問題を原因に挙げながら回答している企業が非常に多かった。例えば、「化学工場のため危険が多く障害者の雇用は難しい」「中小企業のため新たに雇用をする余裕が無い」などである。それ以外では、障害者雇用の実態について、問題点の指摘や建設的提案をしている回答がほとんどであった。具体的には、企業とのマッチングの問題、納付金制度に対する意見、業務委託や賃金制度などの雇用に限らない活動、啓発や教育の必要性などである。
7． まとめと課題

本調査は簡易なアンケート調査であったが、回収率は非常に高く、企業の関心の高さをうかがい知ることができた。回収された調査票からは個票データ作られ、従業員数や業種などの企業特性を考慮した分析が可能となった。また、自由回答欄への記入が非常に多く、極めて多様な意見と提案が見られることから、障害者雇用に関して企業の持つ情報の重要性が示唆された。

